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平成25年 2月 25日 

三重県監査委員 

 

  平成24年度 財政的援助団体等監査の結果について（概要版） 

１ 事項 

平成24年度財政的援助団体等監査の結果について 

 

２ 監査の概要 

(1)  監査根拠：地方自治法第199条第7項 

 

(2)  監査実施団体数：33団体（一覧は9、10頁参照） 

 

(3)  監査実施期間：平成24年 11月から平成25年 2月まで 

 

(4)  監査実施団体 

種  別 財政的援助等の内容 
監査実施 

団 体 数 

出資（出捐）団体 
県が団体の基本財産、資本金等の1/4以上

を出資又は出捐しているもの 
12 

公の施設管理団体 
県が公の施設の管理を委託しているもの

（指定管理者） 
7 

補助金等交付団体 
県が補助金、交付金及び貸付金等の財政的

援助を行っているもの 
14 

計 33 

（注）監査実施団体数は実団体数である。例えば、出資団体が公の施設管理団体と重複する 
場合は、上段の出資団体の団体数として整理している。 

 
(5)  監査の対象範囲 

   平成 23 年度における財政的援助に係る出納その他の事務の執行状況を基本とし、県

の関与度の高い出資（出捐）団体においては、経営状況等も併せて監査しました。 

 

(6)  監査の着眼点 

  ・ 出資（出捐）団体については、財務諸表が適正に作成されているか、会計事務は適

正に処理されているか、出資目的に沿って事業が運営されているかなどに着眼して実

施しました。 

・ 公の施設管理団体（指定管理者）については、施設の管理は契約の目的に沿って適

正に行われているか、指定管理に係る会計事務は適正に行われているかなどに着眼し

て実施しました。 

・ 補助金等交付団体については、補助金、交付金及び貸付金等の対象経費が適正に執

行されているか、補助金等が目的外に使用されていないかなどに着眼して実施しまし

た。 
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３ 監査結果の概要 

(1)  出資（出捐）団体 
重大な過失は認められませんでしたが、賞与引当金について計上の要否が検討されて

いないなど、改善を要する事例が見受けられました。 
 
(2)  公の施設管理団体 

重大な過失は認められませんでしたが、業務報告書等の提出遅延や未提出など、改善

を要する事例が見受けられました。 
 
(3)  補助金等交付団体 

補助金の返還に係る事案は認められませんでしたが、実績報告書等の提出遅延や、所

管部局においても、交付申請書や実績報告書の提出期限が交付要領等で定められていな

いなど、改善を要する事例が見受けられました。 
 

【種類別の意見数一覧】 

項  目 
会計事務等に関

すること 

事業の執行に関す

ること 
計 

団体に対する意見 90件 7件 97件 

所管部局に対する意見 53件 9件 62件 

 

なお、主な意見とその対象団体等については、以下のとおりです。 

 

会計事務等に関すること 

○【出資（出捐）団体】賞与引当金が計上されていなかったので、重要性の原則に基づ

き計上の要否を検討されたい。 

三重ボランティア基金、三重県立美術館協力会、三重県武道振興会、三重県緑化 

推進協会、暴力追放三重県民センター 

 

○【公の施設管理団体】事業報告書、業務報告書や決算書類の提出遅延や未提出があっ

たので、基本協定書に基づき適時適切に提出されたい。 

松阪市、熊野古道自然・歴史・文化ネットワーク、みえ中央市場マネジメント、 

伊賀森林組合 

 

○【公の施設管理団体】個人情報保護責任者等の報告書が提出されていなかったので、

基本協定書に基づき適時適切に提出されたい。 

三重県母子寡婦福祉連合会、松阪市 

 

○ 三重県補助金等交付規則では、交付申請書や実績報告書の提出期限を別途定めること

となっているが、交付要領等で定められていないものがあるので、期限を定め、補助事

業者に明示されたい。 
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 健康福祉部、地域連携部、農林水産部、教育委員会 

 

４ 団体別意見の例 
 

出資（出捐）団体 

 

【財団法人国史跡斎宮跡保存協会（所管部局：環境生活部）】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 
出資金 県出資額：50,000,000円（県出資比率：46.0％） 

補助金 
文化財保護事業補助金：102,000円 

史跡、遺跡等を活用し体験学習会等を実施し、歴史と文化に関する知識の

普及向上を図る事業に要する経費を補助する。      （補助率1/2） 

 
［監査結果及び意見］ 

(1) 寄附行為では、副理事長を1名設置する旨の規定があるが、平成23年 4月 7日から

副理事長を設置せず、業務執行理事 2 名体制となっており、寄附行為の規定と整合し

ていないので、検討のうえ整合を図られたい。 

 

(2) 会計事務等について、下記のとおり事務処理上改善を要する事項が見受けられたの

で、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 
項  目 内        容 

会計諸帳簿 
○経理規程に定める物品記録簿が作成されていなかった。 

○公益法人会計における内部管理事項に定める会計帳簿(補助

簿)のうち作成されていないものがあった。 

現金収納事務 
○現金収入については、経理規程で10日毎に集約し速やかに金

融機関に預け入れることとしているが、遅れているものがあ

った。 

契約書に基づく

手続等 

○団体からの委託契約において、契約書等で定めた作業実施計

画表及び業務完了報告書が、受託業者から提出されていなか

った。 

財務諸表 ○平成23年度事業に係る法人税、消費税等について、23年度費

用として計上されていなかった。 

 

［所管部局に対する意見］ 

(1)  団体において、平成23年 4月 7日から副理事長を設置せず、業務執行理事2 名体制

としているが、寄附行為の規定と整合していないので、整合を図るよう指導されたい。 

（所管課名：環境生活部 文化振興課） 

  

(2)  団体の会計事務等について、事務処理上改善を要する事項が見受けられたので、今後、

適正な処理を行うよう指導されたい。 
（所管課名：環境生活部 文化振興課） 
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【株式会社三重データクラフト（所管部局：雇用経済部）】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 
出資金 県出資額：19,500,000円（県出資比率：39.0％） 

 

［監査結果及び意見］ 

  平成23年度の営業損失の額は、前年度と比較して17,073千円増加し、19,038千円とな

っており、経常損失の額も15,357千円増加し、10,105千円となっている。 

繰越利益剰余金は確保されているが、売上高が減少傾向にあるので、計画的な業務運営

のもと受注量を確保することにより、経営の改善に努められたい。 

 
［所管部局に対する意見］ 

団体においては、繰越利益剰余金は確保されているが、売上高が減少傾向にあるので、

計画的な業務運営のもと受注量を確保することにより、経営の改善が図られるよう指導、

助言されたい。 
また、県も制度上可能な限り、障がい者雇用促進企業等からの物品等調達優遇制度を活

用し、業務の発注を促進するとともに、当該団体と連携のうえ、県内関係団体等へのＰＲ

を展開するなど、新たな発注先の確保への支援を行われたい。 
（所管課名：雇用経済部 雇用対策課） 
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【公益財団法人暴力追放三重県民センター（所管部局：警察本部）】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

出資金 県出資額：738,100,000円（県出資比率：69.8％） 

 

［監査結果及び意見］ 

  (1)  暴力団排除条例が施行され県民の暴力団排除意識が高まってきているなか、暴力追

放三重県民センターの存在意義は、住民や企業にとっても、また警察活動にとっても

ますます重要なものとなっている。 

    しかし、同センターの財源はその 8 割弱を基本財産の運用益に依拠していることか

ら、運用利率が低いまま推移している現状に鑑み、所管課とともに財源の確保につい

て検討し、財政基盤の安定を図られたい。 

 

(2) 会計事務等について、下記のとおり事務処理上改善を要する事項が見受けられたの

で、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 
項  目 内        容 

財務諸表 

○看板の設置については、金額的に固定資産として計上すべき

ものであるが、計上されていなかった。 

○平成24年度発行の月刊誌の広告代金について、23年度中に支

払う必要のある場合は、流動資産の前払金として処理すべき

であるが、23年度費用として処理されていた。 

賞与引当金 ○賞与引当金が計上されていなかったので、重要性の原則に基

づき計上の要否を検討すべきである。 

経理事務 
○執行伺・支出・収入決議書の検収済年月日欄が空欄であった。

また、会計事務に関連する決裁書において、決裁日等が記載

されていなかった。 

理事等の変更登

記 
○理事等の変更登記が、法律に定める期限内に行われていなか

った。 

 
※ 引当金：現時点では確定していなくても、将来、発生する可能性が高く、かつ、その金額が 

合理的に見積もることができる場合、その支出や損失に備えて貸借対照表に計上し 
ておくもの。 

※ 重要性の原則：企業会計は、定められた会計処理の方法に従って正確な計算を行うべきもの
であるが、企業会計が目的とするところは、企業の財務内容を明らかにし、
企業の状況に関する利害関係者の判断を誤らせないようにすることにあるか
ら、重要性の乏しいものについては、本来の厳密な会計処理によらないで他
の簡便な方法によることも、正規の簿記の原則に従った処理として認められ
る。 

 

［所管部局に対する意見］ 

 (1)  団体の財源はその 8 割弱を基本財産の運用益に依拠していることから、運用利率が

低いまま推移している現状に鑑み、団体とともに財源の確保について検討し、財政基

盤の安定に努められたい。 

（所管課名：警察本部  刑事部  組織犯罪対策課） 
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(2) 団体の会計事務等について、事務処理上改善を要する事項が見受けられたので、今

後、適正な処理を行うよう指導されたい。 
（所管課名：警察本部  刑事部  組織犯罪対策課） 

 

 

公の施設管理団体 

 

【特定非営利活動法人熊野古道自然・歴史・文化ネットワーク（所管部局：地域連携部）】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

公の施設 
管  理 

施設名：三重県立熊野古道センター 

平成23年度指定管理料：65,875,000円 

 
［監査結果及び意見］ 

会計事務等について、下記のとおり事務処理上改善を要する事項が見受けられたので、

留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 
項  目 内        容 

現金払 
○会計規則上、現金払となる経費については資金前渡の規定があ

り、その限度額はその都度必要な額とされているが、月中の所

要見込み額を現金で手元保管していた。 
施設利用許可書 ○施設の利用に際し施設利用許可書が交付されていなかった。 

管理備品 ○指定管理料により購入した備品について、報告がなされていな

かった。 

業務報告書 ○基本協定書に定める四半期の業務報告書について、期限内に提

出されていなかった。 

決算書類 ○基本協定書に定める決算書類が提出されていなかった。 
 

［所管部局に対する意見］ 

  団体の会計事務等について、事務処理上改善を要する事項が見受けられたので、今後、

適正な処理を行うよう指導されたい。 
（所管課名：地域連携部 南部地域活性化局 東紀州振興課） 
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【伊賀森林組合（所管部局：農林水産部）】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

公の施設

管  理 
施設名：三重県上野森林公園 

平成23年度指定管理料：26,310,000円 

補助金 

①森林整備加速化・林業再生基金事業（路網整備）費補助金（H22繰越）：          

18,100,000円  

効率的な森林整備促進のため、林内路網整備に要する経費及び関連経費

を補助する。                   （補助率 定額） 
②森林整備加速化・林業再生基金事業（間伐）費補助金：11,250,000円 

森林整備を促進し樹木の良好な育成や伐採時の木材価値を高めるため、 

間伐に要する経費及び関連経費を補助する。     （補助率 定額） 

③森林整備加速化・林業再生基金事業（森林境界明確化）費補助金： 

            18,000,000円 

森林整備を促進するため、対象森林の調査・測量、境界の明確化に要す

る経費を補助する。                （補助率 定額） 

④造林補助事業（高齢林整備間伐促進事業）費補助金 

 ・四－2期分： 1,325,725円 

 ・四－4期分：14,667,513円 

高齢級の森林の樹木の良好な育成及び伐採時の木材価値を高めるため、

間伐に要する経費を補助する。            （補助率 1/2） 

 
［監査結果及び意見］ 

  会計事務等について、下記のとおり事務処理上改善を要する事項が見受けられたので、

留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 
項  目 内        容 

管理備品 ○管理備品の増減について、翌年度の年度協定書で確認されて

いなかった。 
行政財産の目的外

使用 
○森林公園内の自動販売機の設置について、知事の許可を受け

ていなかった。 
決算書類 ○基本協定書に定める決算書類が提出されていなかった。 

 

［所管部局に対する意見］ 

  団体の会計事務等について、事務処理上改善を要する事項が見受けられたので、今後、

適正な処理を行うよう指導されたい。 
（所管課名：農林水産部 みどり共生推進課） 
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補助金等交付団体 

 

【独立行政法人国立病院機構三重病院（所管部局：健康福祉部）】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

補助金 

①医療施設耐震化整備事業費補助金：594,600,000円 

三重病院の建替・耐震補強工事に要する経費を補助する。 

                       （補助率 1/2以内） 

②障害者自立支援基盤整備事業費（備品整備）補助金：3,990,000円 

障害者自立支援法の改正に伴い、施設の改修等を行う場合に要する経費

を補助する。                  （補助率 10/10以内） 

③新人看護職員研修事業費補助金：530,000円 

新人看護職員等が基本的な臨床実践能力を獲得するための研修に要する

経費を補助する。                （補助率 1/2以内） 

 
［監査結果及び意見］ 

  下記のとおり事務処理上改善を要する事項が見受けられたので、留意のうえ、今後、適

正な事務処理に努められたい。 
項  目 内        容 

補助金等事務 

○補助事業等状況報告書が提出されていなかった。②、③ 
○工事進捗状況報告書が、交付要領に定める期日までに提出されて

いなかった。① 
○補助事業の内容を変更しているにもかかわらず、変更申請書が提

出されていなかった。③ 
○交付申請書及び実績報告書に、金額や対象経費の区分等の記載誤

りがあった。②、③ 

    ※ 上記意見の後の○付きの数字は、「財政的援助等の内容」欄に記載した補助金等のうち、どの補

助金等に関する意見かを示す。 
 

［所管部局に対する意見］ 

(1)  三重県補助金等交付規則に定める補助事業等状況報告書が補助事業者から提出され

ておらず、また同報告書に添付すべき書類が交付要領等で定められていないので、添付

すべき書類を定め、補助事業者に明示するとともに、適時適切に提出するよう指導され

たい。②、③ 

                 （所管課名：健康福祉部 障がい福祉課、医療対策局 医療企画課） 

 

(2)  団体の会計事務等について、事務処理上改善を要する事項が見受けられたので、今

後、適正な処理を行うよう指導されたい。①、②、③ 
（所管課名：健康福祉部 障がい福祉課、医療対策局 医療企画課 地域医療推進課） 

 
 (3)  補助金申請の事前協議における書類として、申請に不必要な個人情報を含む資料を

提出させていたので、必要な提出書類を精査のうえ具体的に明示するなど、適正に事

務処理を行われたい。② 

                       （所管課名：健康福祉部 障がい福祉課） 
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＜監査実施団体一覧＞ 
 
【出資（出捐）団体】 

No 団   体   名 所在地 所管部局 監査実施年月日 

1 公立大学法人三重県立看護大学 津市 健康福祉部 平成25年2月21日 

2 財団法人三重ボランティア基金 津市 健康福祉部 平成25年2月21日 

3 公益財団法人三重県文化振興事業団 津市 環境生活部 平成25年1月31日 

4 公益財団法人三重県立美術館協力会 津市 環境生活部 平成25年2月21日 

5 財団法人国史跡斎宮跡保存協会 明和町 環境生活部 平成25年2月21日 

6 財団法人三重県武道振興会 津市 地域連携部 平成25年2月21日 

7 公益社団法人三重県緑化推進協会 津市 農林水産部 平成25年2月21日 

8 公益財団法人三重県農林水産支援センター 松阪市 農林水産部 平成25年1月31日 

9 社団法人三重県青果物価格安定基金協会 津市 農林水産部 平成25年2月21日 

10 公益財団法人三重県水産振興事業団 津市 農林水産部 平成25年1月31日 

11 株式会社三重データクラフト 津市 雇用経済部 平成25年1月31日 

12 公益財団法人暴力追放三重県民センター 津市 警察本部 平成25年2月21日 

 
【公の施設管理団体】 

No 団   体   名 施設の 
所在地 所管部局 監査実施年月日 

1 社会福祉法人三重県視覚障害者協会 津市 健康福祉部 平成25年1月29日 

2 財団法人三重県母子寡婦福祉連合会 津市 健康福祉部 平成25年1月29日 

3 松阪市 松阪市 地域連携部 平成25年2月21日 

4 特定非営利活動法人熊野古道自然・歴史・文化

ネットワーク 尾鷲市 地域連携部 平成25年2月21日 

5 みえ中央市場マネジメント株式会社 松阪市 農林水産部 平成25年1月31日 

6 伊賀森林組合 伊賀市 農林水産部 平成25年1月28日 

7 三重県南勢地区管理事業共同体 松阪市ほか 県土整備部 平成25年2月21日 
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【補助金等交付団体】 

No 団   体   名 所在地 所管部局 監査実施年月日 

1 三重紀北消防組合 尾鷲市 防災対策部 平成25年2月21日 

2 社会福祉法人鐘和 四日市市 健康福祉部 平成25年1月29日 

3 独立行政法人国立病院機構三重病院 津市 健康福祉部 平成25年2月21日 

4 学校法人大橋学園 四日市市 健康福祉部 
環境生活部 平成25年1月29日 

5 学校法人富田文化学園 四日市市 環境生活部 平成25年2月21日 

6 学校法人桔梗が丘学園 名張市 環境生活部 平成25年1月28日 

7 社団法人三重県私学振興会 津市 環境生活部 平成25年2月21日 

8 三岐鉄道株式会社 四日市市 地域連携部 平成25年2月21日 

9 伊勢農業協同組合 度会町 農林水産部 平成25年2月21日 

10 鈴鹿森林組合 亀山市 農林水産部 平成25年2月21日 

11 東ソー株式会社 四日市市 雇用経済部 平成25年2月21日 

12 三重県高等学校体育連盟 鈴鹿市 教育委員会 平成25年2月21日 

13 三重県中学校体育連盟 名張市 教育委員会 平成25年2月21日 

14 みえ災害ボランティア支援センター 津市 環境生活部 平成25年2月21日 

 
 


